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はじめに 

 

近年，地震により発生する崩壊や大規模地すべりによる土砂災害が我が国の各地で甚大な被害を

もたらしている。そして，近い将来，東海・東南海・南海地震さらには活断層沿いの直下型地震で

の巨大災害発生が懸念される中で，災害予防・地震発生後の迅速な対応による減災を図るために，

地震による災害危険性の高い斜面を把握することは急務の課題である。ところが，これまで斜面変

動による災害への対策や危険斜面の抽出は，豪雨・融雪に起因するものを主な対象としてきた。 

このような背景のもと，平成 23 年東北地方太平洋沖地震では，広範囲に震度 5 強以上の揺れが

生じ，栃木県北部・福島県南部など震源から 300km 以上離れた地域でも斜面崩壊による犠牲者が出

た。その後の余震でも多くの被害が発生した。斜面は地震によるゆるんでおり、今後の降雨や融雪

による二次災害が懸念された。今回の地震及び既往の地震により土砂災害の発生した地形や地質の面、

地震動特性の類型化にもとづいて、地震による斜面変動危険区域の評価手法の確立が早急に望まれる。

来るべき東海地震・東南海地震・南海地震など今回の未曾有の災害から学び、今後の災害に備える必要

がある。   

そこで，砂防学会では東北地方太平洋沖地震災害調査委員会（委員長：鈴木雅一）を設置した。本報

告書は本調査委員会の土砂災害の実態を把握するために設置された第２班の 

構成メンバーが実施した成果をとりまとめたものである。 

 なお、今回の成果にはⅡ章など平成 23年度に国土交通省国土技術政策総合研究所の委託 

を受けた「地震による斜面変動の実態把握と特徴の類型化報告書」（平成 24 年 3 月）社団法人 日本地

すべり学会の成果も一部活用させていただいていることを記します。 


